
団結して、大幅賃上げを実現し、生活を守ろう 
繊
維
大
手
企
業
の
内
部
留
保(

貯
め
こ
ん
で
い
る

金)

は
、
莫
大
な
金
額
に
な
っ
て
い
ま
す
。 

そ
の
わ
ず
か
な
分
で
も
賃
上
げ
に
ま
わ
せ
ば
、
一

万
円
以
上
の
賃
上
げ
は
十
分
可
能
で
す
。
二
〇
〇

六
年
の
決
算
報
告
か
ら
見
て
も
、
そ
の
こ
と
が
裏

付
け
ら
れ
ま
す
。 

労
働
者
、
国
民
の
購
買
力
高
め
ず
し
て
生
活
は
豊

か
に
な
り
ま
せ
ん
。 

国
内
産
業
の
維
持
・
発
展
と
日
本
経
済
の
活
性
化

の
為
に
も
、
大
幅
賃
上
げ
は
必
要
不
可
欠
で
す
。

定
率
減
税
と
は
、
所
得
税
の
二
十
％
（
最
大
二
十
五
万
円
）
、
住
民
税
の
十
五
％

（
同
四
万
円
）
の
減
税
で
し
た
。
九
九
年
に
「
恒
久
的
減
税
」
と
し
て
、
法
人

税
率
引
き
下
げ
や
所
得
税
の
最
高
税
率
引
き
下
げ
と
共
に
実
施
さ
れ
ま
し
た
。

こ
の
大
企
業
減
税
や
金
持
ち
減
税
は
そ
の
ま
ま
に
、
〇
六
年
に
定
率
減
税
を
半

減
し
、
〇
六
年
の
国
会
で
は
廃
止
を
決
め
て
し
ま
い
ま
し
た
。（
実
施
は
所
得
税

〇
七
年
一
月
、
住
民
税
〇
七
年
六
月
）
こ
の
た
め
、
〇
七
年
に
は
所
得
税
・
住

民
税
の
定
率
減
税
の
廃
止
で
約
一
・
七
兆
円
の
増
税
と
な
り
ま
す
が
、
同
時
に
、

所
得
税
か
ら
住
民
税
に
三
兆
円
の
「
税
源
移
譲
」
が
行
わ
れ
ま
す
。 

一
月
の
段
階
で
は
、
定
率
減
税
廃
止
で
増
え
る
所
得
税
額
よ
り
税
源
移
譲
の
関

係
で
減
る
所
得
税
額
の
方
が
大
き
い
た
め
、
ほ
と
ん
ど
の
人
が
一
時
的
に
「
減

税
」
に
な
っ
た
よ
う
に
見
え
ま
す
。
し
か
し
、
六
月
に
は
税
源
移
譲
に
よ
る
住

民
税
の
増
加
と
住
民
税
の
定
率
減
税
廃
止
が
重
な
っ
て
、
住
民
税
が
大
幅
に
増

え
ま
す
。
一
年
を
通
し
て
計
算
す
る
と
、
定
率
減
税
の
分
だ
け
増
税
に
な
り
ま

す
。
年
収
五
百
万
円
の
サ
ラ
リ
ー
マ
ン
四
人
世
帯
な
ら
、
昨
年
に
比
べ
て
一
万

八
千
円
近
く
、
一
昨
年
に
比
べ
れ
ば
三
万
五
千
円
も
の
増
税
に
な
り
ま
す 

そ
れ
ら
と
と
も
に
、
社
会
保
険
料
負
担
増
も
あ
り
ま
す
。
こ
れ
ら
の
負
担
増

か
ら
生
活
を
ま
も
る
た
め
に
も
、
大
幅
賃
上
げ
を
勝
ち
取
り
ま
し
ょ
う
。 

センイ労働運動連絡会 
大阪市北区錦町 2-2 大阪民主センター内 

TEL&FAX 06-6354-7237 

  
            

             

               

企業名 内部留保 
 

従業員１人当た

り内部留保 
1万円賃上げ

の取崩率 
従業員数 
（パート除く）

従業員対前年

度増減数 
東洋紡 513 億円 1,567 万円 1.15％ 3,273 90 
ユニチカ 193 1,062 1.69 1,813 1,133 ※ 
クラボウ 560 3,130 0.58 1,790 △15 
東 レ 3,577 5,424 0.33 6,595 △43 
クラレ 2,143 8,453 0.21 2,535 △68 
旭化成 2,677 33,219 ※ 0.05 806 ※ △26 

一
万
円
以
上
の
賃
上
げ
は
可
能

定
率
減
税
廃
止
な
ど
で
負
担
増

資本金１００億円以上の大企業について、有価証券報告書に基づいて内部留保を調査。 
（大阪労連ビクトリーマップ）※ 持株会社、子会社吸収などにより従業員数対指標が異なる。 



「労働ビッグ・バン」＝労働法制改悪に反対しよう 
日
本
で
は
月
八
〇
時
間
以
上
の
残
業
を
し
て
い
る
労
働
者
が
約
六

二
〇
万
人
も
い
ま
す
。
海
外
と
の
競
争
、
成
果
主
義
、
規
制
緩
和
の
影

響
で
仕
事
が
ま
す
ま
す
き
つ
く
な
っ
て
い
ま
せ
ん
か
？ 

忙
し
い
と
い
う
字
は
「
心
を
亡
く
す
」
と
書
き
ま
す
が
職
場
の
雰
囲

気
や
労
働
環
境
が
悪
化
し
て
い
ま
せ
ん
か
？ 

労
働
条
件
の
切
り
下
げ
や
解
雇
を
使
用
者
が
思
う
ま
ま
に
で
き
る

よ
う
に
す
る
労
働
契
約
法
や
、
残
業
時
間
の
支
払
い
な
し
で
長
時
間
働

か
せ
る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
に
す
る
ホ
ワ
イ
ト
カ
ラ
ー
・
イ
グ
ゼ
ン
プ

シ
ョ
ン
な
ど
が
財
界
の
強
い
要
求
で
進
め
ら
れ
て
い
ま
す
。 

ア
メ
リ
カ
追
従
の
「
構
造
改
革
路
線
」
な
ど
、
新
自
由
主
義
に
よ
る
弱

肉
強
食
の
違
法
状
態
が
合
法
化
さ
れ
よ
う
と
し
て
い
ま
す
。 

健
康
で
文
化
的
な
最
低
限
度
の
生
活
を
営
む
た
め
に
は
仕
事
八
時

間
、
休
息
八
時
間
、
そ
し
て
自
由
に
使
え
る
八
時
間
の
バ
ラ
ン
ス
が
大

切
で
す
。 

労
働
基
準
法
第
三
二
条
は
一
日
八
時
間
、
一
週
四
〇
時
間
を
超
え
て

労
働
さ
せ
て
は
な
ら
な
い
と
し
て
い
ま
す
。 

「
人
間
ら
し
く
働
き
た
い
」
と
み
ん
な
で
力
を
合
わ
せ
ま
し
ょ
う 

働く人を大切にする法律を守り、充実させることが大切です。 
 労働基準法第１条「①労働条件は労働者が人たるに値する生活を営むための必要をみたすべき

ものでなければならない。②この法律を定める労働条件の基準は最低のものであるから、労働関

係の当事者は、この基準を理由として労働条件を低下させてはならないことはもとより、その向

上を図るように努めなければならない。」 
労働基準法は労働条件（賃金や労働時間）の最低基準を定めた労働者をまもる法律です。 
目に余る違法状態などを告発すれば、労働基準監督署などが調査します。 

ひ
と
り
で
悩
ま
な
い
で
、
ま
ず
相
談 

Ａ 

「
帰
り
た
く
て
も
営
業
成
績
が
壁
に
貼
ら
れ
て
あ
っ
て
、
目
標
が
達
成

で
き
そ
う
に
な
い
月
な
ど
は
サ
ー
ビ
ス
残
業
の
連
続
で
す
。『
こ
の
時
期

は
シ
ー
ズ
ン
的
に
と
て
も
無
理
で
す
』
と
報
告
す
る
と
役
員
は
『
毎
月

売
り
上
げ
目
標
を
達
成
す
る
よ
う
に
考
え
る
の
が
君
の
仕
事
だ
。
出
来

な
け
れ
ば
出
来
る
人
に
代
わ
っ
て
も
ら
う
』
と
言
う
だ
け
。
」 

Ｂ 

「
入
社
し
て
三
年
、
上
司
は
自
分
の
成
果
を
あ
げ
る
た
め
に
忙
し
く
、

満
足
に
仕
事
の
相
談
が
で
き
ま
せ
ん
。
自
分
に
力
が
無
い
か
ら
だ
と
考

え
出
す
と
ユ
ウ
ウ
ツ
に
な
る
毎
日
で
す
。
転
職
し
よ
う
か
な
」 

Ｃ 

「
パ
ー
ト
で
も
正
社
員
並
み
の
時
間
で
働
き
、
業
務
改
善
の
提
案
も
し

て
い
ま
す
。
最
低
賃
金
と
パ
ー
ト
均
等
待
遇
が
国
会
で
議
論
さ
れ
て
い

ま
す
。
私
た
ち
の
気
持
ち
を
代
弁
す
る
議
員
に
期
待
し
て
ま
す
。
」 

   
                                     

働

き
方

こ
れ
で
い
い
の
で
す
か
？


